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市
で
は
平
成
16
年
3
月
に「
三
鷹
市
産
業
振
興
計
画
２
０

１
０
」を
策
定
し
、
計
画
に
基
づ
い
て
企
業
誘
致
に
関
す
る

条
例
制
定
の
検
討
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

　

こ
の
条
例
は
、
市
内
に
積
極
的
に
企
業
を
誘
致
す
る

こ
と
に
よ
り
、
既
存
事
業
者
を
含
め
た
市
内
の
産
業
の

活
性
化
や
新
た
な
雇
用
の
創
出
を
図
る
も
の
で
す
。
同

時
に
、
優
良
な
企
業
が
市
内
に
立
地
す
る
こ
と
に
よ
り
、

適
正
な
土
地
利
用
の
促
進
や
安
定
的
な
税
収
が
見
込
め
、

将
来
に
わ
た
る
市
民
生
活
の
向
上
に
有
益
で
あ
る
と
考

え
て
い
ま
す
。

　

こ
の
条
例
の
素
案
に
対
す
る
み
な
さ
ん
の
ご
意
見
・
ご

要
望
な
ど
を
お
寄
せ
く
だ
さ
い
。

◇
目
的

　

以
下
に
掲
げ
る
都
市
型
産
業
の
誘
致
を
促
進
す
る
こ
と

に
よ
り
、
市
内
経
済
の
活
性
化
・
雇
用
の
創
出
・
市
民
生

活
の
質
の
向
上
を
図
り
、
産
業
と
生
活
が
共
生
す
る
持
続

可
能
な
高
環
境
・
高
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
に
寄
与
す
る
こ

と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

◇
誘
致
を
促
進
す
べ
き
地
域（
市
内
全
域
を
対
象
）

①
用
途
地
域
：
住
居
専
用
地
域
系（
第
一
種
低
層
住
宅
専

用
地
域
・
第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域
・
第
二
種
中

高
層
住
居
専
用
地
域
）を
除
く
用
途
地
域

②
特
別
用
途
地
域
：
特
別
住
工
共
生
地
区

◇
誘
致
の
対
象
と
す
る
企
業

　

市
内
の
企
業
が
移
転
・
増
設
を
す
る
場
合
も
対
象
で

す
。

（
１
）事
業
分
野

①
環
境
配
慮
型
・
研
究
開
発
型
の
製
造
業

②
情
報
・
通
信
関
連
産
業

③
ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ン
テ
ン
ツ
関
連
産
業

④
観
光
関
連
産
業

⑤
そ
の
他
、
市
長
が
認
め
る
事
業

（
２
）事
業
の
規
模　

　

要
件
は
、
①
、
②
の
い
ず
れ
か
。

　

企
業
が
誘
致
を
促
進
す
べ
き
地
域
で
事
業
を
開
始
す
る

た
め
に
、
①
取
得
・
賃
借
し
た
土
地
が
５
０
０
㎡
以
上
で

あ
る
こ
と
。
②
土
地
以
外
に
投
下
し
た
固
定
資
産
額
が
１

億
円
以
上
で
あ
る
こ
と
。

（
３
）常
用
雇
用
者
数

　

当
該
施
設
に
お
け
る
常
用
雇
用
者
が
10
人
以
上
で
あ
る

こ
と
。
増
設
の
場
合
は
、
当
該
施
設
に
お
け
る
新
規
常
用

雇
用
者
が
10
人
以
上
で
あ
る
こ
と
。

（
４
）地
域
特
性
に
配
慮
し
、
事
業
に
関
し
環
境
の
保
全
に

必
要
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

（
５
）立
地
す
る
企
業
の
事
業
施
設
・
事
業
内
容
が
、
立
地

の
際
に
適
用
を
受
け
る
法
令
な
ど
に
適
合
し
て
い
る

こ
と
。

◇
審
査
会
の
設
置

　

学
識
経
験
者
・
市
内
企
業
団
体
の
代
表
者
・
企
業
誘
致

に
関
す
る
知
識
を
有
す
る
者
で
構
成
さ
れ
る
審
査
会
が
、

企
業
の
指
定
の
可
否
や
そ
の
企
業
に
想
定
さ
れ
る
地
元
へ

の
貢
献
度
・
経
済
効
果
な
ど
を
審
査
し
て
、
市
長
に
対
し

て
指
定
ラ
ン
ク（
別
表
）の
答
申
を
行
い
ま
す
。

◇
支
援
内
容

　

対
象
企
業
だ
け
で
は
な
く
、
そ
の
企
業
に
土
地
・
建
物

を
譲
渡
・
賃
貸
す
る
者（
以
下「
誘
致
協
働
事
業
者
」）も
支

援
の
対
象
と
し
ま
す
。

（
１
）指
定
企
業
助
成
金（
対
象
：
指
定
企
業
）

　

企
業
が
取
得
し
た
事
業
用
地
・
事
業
用
建
物
に
課
税
さ

れ
、
既
に
納
付
し
た
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
・
事
業

所
税
額
に
対
し
て
、
年
額
１
億
円
を
上
限
と
し
、
５
年
間

に
限
り
、
指
定
ラ
ン
ク
に
応
じ
た
割
合
で
助
成
金
を
交
付

し
ま
す
。

（
２
）指
定
誘
致
協
働
事
業
者
助
成
金（
対
象
：
指
定
誘
致
協

働
事
業
者
）

　

協
働
事
業
者
が
企
業
に
譲
渡
・
賃
貸
す
る
事
業
用
地
・

事
業
用
建
物
に
つ
い
て
、
課
税
さ
れ
既
に
納
付
さ
れ
た
固

定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
額
に
対
し
て
、
年
額
１
億
円
を

上
限
と
し
、
５
年
間
に
限
り
、
指
定
ラ
ン
ク
に
応
じ
た
割

合
で
助
成
金
を
交
付
し
ま
す（
た
だ
し
、
譲
渡
の
場
合
に
は
、

譲
渡
し
た
年
度
に
課
税
さ
れ
た
１
年
間
の
み
を
対
象
と
し

ま
す
）。

◇
責
務

（
１
）事
業
者
：
商
工
会
、
商
店
会
へ
の
加
入
や
市
内
事
業
者

と
の
連
携
強
化
に
努
め
る
も
の
と
し
ま
す
。

（
２
）経
済
関
係
団
体
：
地
域
産
業
の
活
性
化
の
た
め
、
事

業
者
に
対
し
既
存
事
業
者
に
関
す
る
情
報
の
提
供
な

ど
に
努
め
る
も
の
と
し
ま
す
。

（
３
）市
：
誘
致
に
関
す
る
情
報
の
提
供
と
相
談
、
東
京
都
な

ど
関
係
機
関
と
連
携
し
た
用
途
地
域
の
変
更
や
、
同

面
積
内
で
の
付
け
替
え
を
含
め
た
都
市
計
画
制
度
の

見
直
し
を
活
用
し
た
支
援
、
融
資
あ
っ
せ
ん
、
そ
の

他
必
要
な
調
査
、
研
究
な
ど
を
行
う
も
の
と
し
ま
す
。

「
三
鷹
市
都
市
型
産
業
誘
致
条
例（
素
案
）」に

ご
意
見
を
お
寄
せ
く
だ
さ
い
生
活
経
済
課
☎
内
線
２
５
４
２

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

市
の
重
要
な
政
策
を
策
定
す
る
際

に
、
原
案
を
公
表
し
広
く
市
民
の

み
な
さ
ん
か
ら
意
見
を
求
め
、
い

た
だ
い
た
意
見
を
考
慮
し
な
が
ら

政
策
を
決
定
す
る
こ
と
。

◆
条
例
素
案
の
概
要

◆
ご
意
見
・
ご
要
望
を
お
寄
せ
く
だ
さ
い

　

7
月
18
日
㈰
ま
で
に
、
住
所
・
氏
名
・
電
話
番
号（
団
体

の
場
合
は
、
所
在
地
・
団
体
名
・
代
表
者
の
氏
名
・
電
話
番

号
）を
記
入
し
、
直
接
ま
た
は
郵
送
で「
〒
１
８
１-

８
５
５
５

生
活
経
済
課
」ま
た
は

46-

４
７
４
９
・

keizai@
city.

m
itaka.tokyo.jp

へ

※
素
案
の
全
文
は
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ

か
ら「
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
」へ
。
ま
た
、
生
活
経
済
課（
第

二
庁
舎
2
階
）、
相
談
・
情
報
セ
ン
タ
ー（
市
役
所
2
階
）、
市

政
窓
口
、
市
民
協
働
セ
ン
タ
ー
で
も
配
布
し
ま
す
。

※同一の土地・建物に係る指定お
よび同一企業に対する指定は1
回を限度とします。
※事業開始から10年以内に事業を
廃止・休止した場合には助成金
の返還を求めます。

ランク 交付額

Ａ
納税済の固定資産税、
都市計画税、事業所税
相当額の100%

B
納税済の固定資産税、
都市計画税、事業所税
相当額の80%

C
納税済の固定資産税、
都市計画税、事業所税
相当額の60%

別表

7月から各種証明書の交付手数料を改定します

三鷹市

（指定）企業
※個人事業主を含む

審査会

（指定）誘致協働
事業者

・三鷹市への進出を考えている、
条例に定める都市型産業分野
の企業（増設も対象）
・賃貸・購入する土地が500㎡
もしくは土地を除く投下固定
資産額が1億円以上

・（新規）常用雇用者が10人以上

・三鷹市に土地・建物を所
有している方で、企業に対
し土地・建物を譲渡もしく
は賃貸しようとしている方
 （土地・建物を譲渡・賃貸
する企業が指定企業とな
ることが条件）

助成金は５年以内・
年額１億円以下

土地・建物を
譲渡・賃貸

申請 申請
助成金の交付

（固定資産税等相当額）

諮問

答申
・委員は５人以内

〈誘致イメージ図〉

　7月1日㈭から、右
表の証明書類の窓口、
郵送での交付手数料
（現在200円）を改定
します。郵送などに
ついては、7月1日到
着分から改定後の手
数料です（消印が6月
のものは現行の手数
料）。6月末は混雑が
予想されますので、
早めの申請をお願い
します。
※戸籍謄本・抄本な
どの交付手数料の
改定はありません。

主な証明書名 単位
改定後の金額

問い合わせ先
窓口 郵送など

住民票の写し 1通 300円 400円

市民課
☎内線2323・2326

戸籍の附票の写し 1通 300円 400円
住民票記載事項証明 1件 300円 400円
広域交付住民票 1通 300円
住民基本台帳の写しの閲覧 1人転記するごと 300円
身分証明書 1通 300円 400円
外国人登録関係証明 1通 300円 400円（※）
印鑑登録証明書 1通 300円
印鑑登録 1件 300円
住居表示台帳の一部の写しの閲覧 1回（30分ごと） 300円
住居表示台帳の一部の写しの交付 1枚 300円 400円

租税その他諸収入に関する証明 1件 300円 400円 市民税課☎内線2344
納税課☎内線2413

土地、家屋又は償却資産に関する証明 1件 300円 400円

資産税課☎内線2362
土地、家屋又は償却資産に関する公簿の閲覧 1冊 300円
土地に関する公簿の閲覧 1枚 300円
土地・家屋名寄帳の閲覧 1件 300円
土地・家屋名寄帳の写しの交付 1件 300円 400円
※弁護士などによる職務上請求のみ

◆自動交付機・コンビニの多機能端
末機での交付手数料（現在200円）
は据え置きます
◇証明書自動交付機で発行できる
　証明書
住民票の写し、戸籍の附票の写し、外
国人登録関係証明（外国人登録原票記
載事項証明書）、印鑑登録証明書、租
税その他諸収入に関する証明（市・都
民税課税〈非課税〉証明書、市・都民税
納税証明書）など

◇コンビニの多機能端末機で
　発行できる証明書
住民票の写し、印鑑登録証明書
※自動交付機、コンビニ多機能端末機で
「住民基本台帳カード」を利用するには、
別途利用申請が必要です。
※自動交付機で「市民カード」を利用す
るには、別途暗証番号の登録が必要
です。


